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　阪神・淡路大震災をきっかけとし、災害看護の研究

が進み、災害時の地域看護活動を迅速かつ的確に行う

ためには、平常時から関係機関や地域住民が一体とな

って活動する体制を整備しておくことが必要だといわ

れている。

　そこで、このテーマセッションでは、学術集会のテ

ーマである「看護活動と地域社会の協働」に基づき、

災害時の地域看護活動における地域社会との協働につ

いて検討することを目的とした。

　地域看護の分野のなかでも行政機関に所属する保健

師は日頃から全住民を対象とした保健活動を行ってお

り、災害時には初動期から復興期にかけて長期にわた

る活動を行うことになる。そのため地域住民や関係機

関との協働が不可欠であり、平常時からの体制整備が

課題となっている。

　まず、行政機関に所属する保健師の取り組みの現状

として、豊田市の野々上氏より、災害時の保健活動マ

ニュアル作成についての経過報告を話題提供していた

だいた。豊田市は平成15年に災害時の保健活動マニュ

アルを作成しているが、平成17年の市町村合併を機に

保健師のワーキンググループを編成し、マニュアルの

見直しを行っている。平成18年度は、日本赤十字豊田

看護大学地域看護学の教員がワーキンググループに参

加し共同研究としてマニュアルの検討を行い、地震を

仮定し、直後から48時間を中心に、活動体制、必要物

品、保健活動の要点などを整理した。この過程におい

て、市の組織体制のなかでの保健師の位置づけが明確

になり、必要物品の整備状況についても確認できた。

また、全ての保健師への伝達講習会を開催し、周知と

意識づけを行った。マニュアルは絶対的なものではな

く、災害時にはマニュアルを基本とし臨機応変な活動

求められるため、保健師の意識や実践力の向上が課題

であることが報告された。

　次に、田中が豊田市における災害時の活動に対する

保健師および民生委員の認識調査の結果について報告

した。災害時の活動で民生委員と協力したいことがあ

ると回答した保健師は89.2％、災害時の活動について

保健師に相談したいことがあると回答した民生委員は
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65.6％であったが、日常の保健師活動での民生委員と

の連携がない者がほぼ半数あった。また、担当地区に

おける災害対策の取り組みについて民生委員の79.3％

があると回答しているが、保健師は住民の災害対策の

取り組みについて知らない者がほぼ半数あった。民生

委員の中には保健師の活動についてよく知らないので

教えてほしい、民生委員の集まりで話をしてほしい、

話し合いの機会を持ちたい等の意見があった。今後、

保健師は、民生委員をはじめとする地域住民や関係機

関と共に、それぞれの役割や連携のあり方について検

討し、平常時から体制を整備しておくことが必要と考

えられた。

　最後に、日本赤十字看護大学の小原氏から、日本

赤十字武蔵野短期大学を拠点とした地域防災ボランテ

ィアの育成について話題提供していただいた。小原氏

らは、日本赤十字武蔵野短期大学や実習病院がもって

いる防災教育に関連するノウハウを地域に還元し、同

時に地域住民と協働することで、具体的な地域防災の

ノウハウを災害看護教育に取り込むことができると考

え、３年前に、日本赤十字武蔵野短期大学、地域の自

主防災会、実習病院有志等から構成された地域防災活

動委員会を結成した。経過のなかで、日本赤十字武蔵

野短期大学の災害救護ボランティアサークルの学生も

委員会のメンバーに組み入れた結果、学生は授業以外

にも災害看護を学ぶ機会となり、サークル活動のなか

に今まで以上に地域防災についての活動を強化するこ

とに繋がった。そして、平成17年度、18年度は、地域

住民を対象にした地域防災ボランティア育成セミナー

を「災害に強くなる知恵と技」をテーマに半年に渡る

プログラムで開催していることが発表された。

　行政機関に所属する保健師および大学の看護教育研

究者によるそれぞれの立場からの話題提供をもとに、

災害時の地域看護活動における地域住民や関係機関と

の協働のあり方について、参加者もそれぞれの立場で

考える機会になったのではないかと思う。

野々上幸子

豊田市災害ワーキングの取り組み
～災害時の保健活動マニュアル作成経過報告～

はじめに

　大規模災害は想定される被害が甚大である。いつ発

生してもおかしくなく、災害時の対応は平常時からの

体制整備が課題となる。今回、災害時に保健師全員が

活動できるよう保健活動マニュアルの作成に取り組ん

だのでその経過について報告する。

豊田市の現状およびマニュアル作成までの経過

　豊田市は愛知県のほぼ中央部に位置し、2005年４月

１日に旧豊田市と４町２村が合併し、人口41万６千人

（2007.4.1現在）、面積は918.47K㎡と、愛知県の17.8％

を占める県下最大の行政面積をもつ市となった。合併

時は、市役所内や旧町村部の６支所に保健師77人が配

置され、2007年度には旧町村部支所の見直しが図られ、

市役所内９課や遠隔地対応のための１課（１支所）等

に78人の保健師が配置されている。

　2002年に旧豊田市は東海地震防災対策強化地域に指

定され、2003年に「豊田市地震対策アクションプラン」

策定とともに、災害時の保健活動マニュアルを作成し

た。

　2005年４月、合併を機に新豊田市としての保健活動

を実施できるよう保健師のワーキンググループ（９名）

を編成し、2005年度、2006年度にマニュアルの見直し

を行った。2005年度は検討会を７回、2006年度は検討

会、備品・物品確認等を含め９回行い､全保健師への

伝達講習会を２回実施した。（2006年度は日本赤十字

豊田看護大学地域看護学 小西教授・田中准教授との

共同研究にて行われた。）

検討内容および結果

　災害時に保健師の専門性をとらえた保健活動が行う

ことができることを目的に、検討を進めた。

　検討のポイントは次の３点である。

１点目に､地震編を基本とした保健活動マニュアル内

容を検討した。構成内容は、資料１（一部抜粋）を

参照されたい。Ⅰ目的、Ⅱ組織、Ⅲ活動フロー図、Ⅳ

災害直後から48時間を中心とした各論の４つで組み立

て、Ⅴ各種様式からなるマニュアルを作成した。

各論は、以下の内容である。

　１．災害時における保健活動の視点

・「健康の確保」を目的として活動する。

・「精神的支援」にも重点をおいた活動をする。

・情報収集しながら現状を分析し、予測される事

態を考慮しながら活動する。

・個人及び家族の生活を援助しながら、暮らしと

健康を守るとともに、地域全体のニーズを明ら

かにする。

・避難生活等におけるプライバシーの保護・人権

尊重を重視した活動をする。

・保健医療福祉関係者によるチーム活動をする。
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　２．活動の実際

　　（1）活動体制

　　（2） 保健活動に必要な個人としての物品、巡回活

動等用の必要物品

　　（3）時期別・担当別の保健活動の要点

　３．ミーテイングや各種連携についての流れ

　資料として、各活動報告書、資料　避難所等での配

布用・掲示用資料等が掲載されている。

　このマニュアルは日々更新し良いものにしていくた

め、加除式のものとしていく予定である。作成が目的

にならないよう被災地の状況や保健師の活動状況を参

考にしながら、日々、情報を更新していく体制をとっ

ている。

　２点目に、保健師への周知について検討した。78名

の保健師への意識づけの必要があった。各所属に分散

され、災害に対する意識も市の防災対策マニュアルの

理解もばらばらであった。田中先生の研究でも現れて

いるように災害に関する意識づけが必要であり、マニ

ュアルの理解を促すためにも、全保健師を対象に２班

に分けて研修会を実施した。内容は、以下の通りであ

る。

　１． 新潟中越地震時（2004年）の応援活動状況の写

真から学ぶ

　２．市の災害組織体制について

　３．保健師活動内容の実際（マニュアル説明）

　４．トリアージについて

　あわせて、「市の緊急メールとよた」等について周

知するとともに、日々の保健活動が災害時保健活動や

マニュアル更新に役立つことを意識づける内容として

実施した。

　３点目は、市役所内での保健師の活動の位置づけで

ある。以前は、各所属課としてや各地区に設置される

避難所等の、各対策班や避難所運営班へバラバラに割

り当てられていた。現在は資料の活動体制の図のよう

に、福祉保健対策部の保健活動班として位置づけられ、

まとまった活動ができるようになった。保健活動班を

中心に、保健師チームとして市の地区対策班26地区に

２名ずつの配置がなされた。これは、配置された保健

師のみが活動するのではなく、地区の主責任者・担当

として地域の状況を把握し、支援の必要性・応援体制

を組む指導者となり地区の中心として活動するための

体制である。　

　また、災害時のみの活動ではなく、平常時の担当地

域の防災対策の状況を把握するとともに、地区対策班

の拠点である交流館等の物品の確認・マニュアルの更

新を行いながら、地区の特性・災害時要援護者等の情

報を収集し、地域ぐるみの防災体制整備のために地域

住民・各関係機関と協働して、平時・被災時に活動し

ていきたいと思う。

　また、このマニュアルや各種資料等はUSBにて各チ

ームに配備するとともに、庁内LANに様式掲載を行

っており、誰もが状況を収集できる状態になっている。

課題、今後について

　災害時に絶対なものはないため、今回作成した活動

マニュアルを基本とし、いかに活動を展開できるか、

日々の心がけが大切であると考えている。そのために

は、速やかに配置につくための正確な情報収集、各個

人の災害・防災に対する意識の向上や、実行など保健

師への周知、研修体制や組織としてのさらなる位置づ

けが重要であると思われる。

　特に、災害発生の速やかな情報収集、緊急連絡網の

整備・活動地域への参集が問題になる。広大な面積を

持つ豊田市であるため、災害の起きる場所の特定はか

なり重要なものになる。豊田市では「緊急メールとよ

た」という、市内11箇所で観測された震度情報や・市

内で発生した犯罪情報の配信サービスを行っている。

　各自が正確な情報を得、行動するためにも職員全員

の「登録」の推進が必要である。そして、自分自身・

家族が安全な状態であることも考えていかなくてはな

らない課題であると思う。

　また、被災地への派遣や、被災地としてのボラン

テアや応援・支援者の受け入れ体制についてのマニ

ュアル作成や、48時間以降のマニュアル作成、保健

師のみの活動に終わらず栄養士・歯科衛生士等の専門

職種としての活動マニュアルの作成、各関連機関との

活動役割の調整、市職員全体への保健師の保健活動の

周知等々課題は多く、今後も定期的なマニュアル更新

をすべく継続して災害時保健活動ワーキングを行って

いき、地域の災害対策等の取り組みを十分把握した体

制を整えておくことができるようにしていきたいと思

う。
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災害時の活動に対する豊田市の民生委員･児童委員および保健師の認識について

はじめに

　全国民生委員児童委委員連合会では、平成18年度よ

り民生委員制度創設90周年記念事業として「民生委員・

児童委員発　災害時一人も見逃さない運動」をスロー

ガンに、災害時要援護者支援に備えての全国一斉活動

に取り組むことを、全国の民生委員・児童委員および

民生委員児童委員協議会に呼びかけている（全国民生

児童委員連合会，2006）。また、豊田市では、介護保

険における要介護３～５の認定者で在宅の方、ひとり

暮らしの高齢者、在宅重度心身障害者の認定者、およ

びそれらに準ずる方を対象に、平成16年１月から災害

時要援護者登録制度を実施しているが、この制度には

民生委員・児童委員の協力が欠かせない。このように、

民生委員・児童委員は、災害時の活動においても重要

な役割をもち、行政機関と連携し活動する存在である。

　そして、行政機関に所属する保健師は、日頃から全

住民を対象とした保健活動を行っていることから、災

害時には多職種・多機関との連携の中心的な役割を担

うことを求められる。また、平常時からの体制の整備

や、災害発生時には初動期から復興期に至るまでの長

期間にわたる幅広い知識と実践能力が必要とされてい

る。しかし、保健師活動に災害時の活動が位置づけら

れたのは、阪神・淡路大震災以降であり、看護基礎教

育においても、災害看護教育は指導者が不足しており、

十分ではない現状がある。そのため、現場の保健師は

災害時の活動について試行錯誤で取り組んでいると思

われる。

　本セッションでは、以上の問題意識に基づいて行っ

た研究成果を紹介したい。

研究目的

　本研究では、豊田市の民生委員･児童委員および保

健師の災害時の活動についての現状と認識について明

らかにし、平常時からの体制整備や連携のあり方を検

討することを目的とする。

研究方法

　１．民生委員･児童委員への調査

　　１）対象：豊田市の民生委員･児童委員521名

　　２） 調査方法：各地区会長を通して調査用紙を配

布、回収

　　３）調査期間：平成18年11月1日～12月28日

　２．保健師への調査

　　１）対象：豊田市の保健師70名

　　２） 調査方法：各課および各支所の代表者を通し

て調査用紙を配布、郵送により回収

　　３）調査期間：平成19年2月14日～28日

　３．倫理的配慮

　民生委員・児童委員に対しては、地区会長連絡会に

おいて、保健師に対しては、各課および各支所の代表

者会議において、研究の主旨を口頭および文書で説明

し協力を得た。

　また、各対象者には、調査への協力は自由意思であ

ること、回答は無記名であり、統計的に処理し、個人

が特定されたり不利益にならないことを保障する旨を

文書で説明し、回答をもって同意とみなした。

結果および考察

　１．民生委員・児童委員

　調査用紙は521配布し、450回収した（回収率86.4％）。

年齢、性別、経験年数、担当地区の４項目全てが無回

答だったものを無効とし、有効回答は439 （有効回答

率84.3％）であった。 

　性別は、男性202名（46.0％）、女性234名（53.3％）

と男女比はほぼ同じであった。年齢は、60歳代が最も

多く271名（61.7％）、次いで50歳代113名（25.7％）で

あった。経験年数は、４年以上６年未満が最も多く

122名（27.8％）、次いで１年以上２年未満95名（21.6％）、

２年以上４年未満が81名（18.5％）の順であった。６

割近くが３期（６年）以上の経験年数があり、35.7％

が自治区の役員、12.6％が自主防災会の役員を兼務す

るなど、地域住民から信頼された存在であると思われ

た。

　災害時の活動で不安に思うことや困っていることが

あるのは412名（93.8％）とほとんどであった。その

内容としては、災害時要援護者への具体的なかかわり

方317名（76.9％）、次いで自分や家族の生命と安全の

確保234名（56.8％）であった。 

　348名（79.3％）が担当地区で災害対策の取り組み

があると回答していた。その内容としては、担当地区

の自治区および自主防災会との連携168名（48.3％）、

担当地区の災害時要援護者マップの作成165名（47.4

％）、災害発生時に活かせる民生委員・児童委員間の

緊急連絡網の確立146名（42.0％）が4割を超える回答

であった。 

　災害時要援護者として登録が必要と思う状態として

は、高齢者のみの世帯が325名（74.0％）と圧倒的に

多く、次いで重度ではない心身障害者164名（37.4％）、

認知症125名（28.5％）であった。人工呼吸器の装着

など医療機器が必要な方について、登録が必要とする

回答は少なかった。 

　災害時の活動で協力してほしい人・職種・組織につ

いて、あると回答したのは418名（95.2％）であった。

その種類としては、地域の住民315名（75.4％）、自治
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区の区長277名（66.3％）が目立って多く、災害時には、

主に地域住民や自治区の区長などと協力し合い活動し

ようと考えていることがわかった。

　災害時の活動について保健師に相談したいことがあ

ると回答したのは288名（65.6％）であった。その内

容としては、避難所での健康管理の方法172名（59.7

％）、医療機関等との連絡や調整157名（54.5％）、災害

時要援護者の避難方法148名（51.4％）が５割を超え

る回答であった。

　日常活動の中での保健師への要望を自由記載で回答

を求めたところ、92名（21.0％）から回答があり、日頃、

保健師との関わりがなく保健師の役割を知らない民生

委員・児童委員も見られた。自治区会や民生委員の会

議に保健師が出席するなどし、日常から保健師の役割

についての理解を広める活動が必要であると考える。 

災害時の民生委員・児童委員の活動について、意見・

感想を自由記載で求めた所、146名（33.3％）から回

答があり、地域全体で支えあう仕組みづくりが必要と

の意見が見られた。

　２．保健師

　調査用紙は70配布し、37回収した（回収率52.9％）。

年齢、性別、経験年数の３項目全てが無回答だったも

のはなく、全て有効回答（有効回答率52.9％）とした。 

保健師からの回答の回収率は約半数と低く、災害時の

活動に関心が低いように思われた。

　性別は37名（100.0％）全て女性であった。年齢は、

30歳代13名（35.1％）、40歳代（32.4％）、20歳代10名（27.0

％）で、50歳以上は２名（5.4％）であった。保健所

および市町村での保健師の経験年数は、５年未満が12

名（32.4％）と最も多く、次いで５年以上10年未満が

７名（18.9％）、10年以上15年未満が６名（16.2％）の

順であった。東海集中豪雨や伊勢湾台風などの被災経

験があるのは７名（18.9％）であった。また、新潟中

越地震などでの災害時の活動経験があると回答したの

は８名（21.6％）であった。残りの約８割は被災経験

や災害時の活動経験がないため、実感がわかないのが

現状であると思われた。災害時の活動についての研修

や教育を受けたことがあると回答したのは21名（56.8

％） であったが、そのほとんどは豊田市の研修を挙げ

ていた。

　災害時の活動で不安に思うことや困っていることが

あると回答した保健師は37名（100.0％）全員であった。

その内容としては、自分や家族の生命と安全の確保33

名（89.2％）、災害時要援護者への具体的なかかわり

方30名（81.1％）が多く見られた。民生委員・児童委

員の回答と比較して、ほぼ同じ傾向であった。

　住民の災害対策の取り組みについて、あると回答し

たのは19名（51.4％）であったが、わからないの回答

も17名（45.9％）と、保健師の約半数は住民の災害対

策の取り組みを知らないことがわかった。保健師は、

地域の実状を把握し、地域住民と共に災害対策に取り

組んでいく姿勢が必要と考える。 

　災害時要援護者登録制度の対象となっている者以外

で登録が必要と思う者の状態としては、人工呼吸器を

装着33名（89.2％）、在宅酸素療法33名（89.2％）、人

工透析32名（86.5％）、吸引器を使用28名（75.7％）と、

民生委員・児童委員の回答と比較して、医療機器を使

用する者を挙げる回答が多く見られた。民生委員・児

童委員は、このような状態の人は専門家が対応するべ

きだと考えているのではないかと思われる。医療機器

を使用する者は医療機関、訪問看護ステーションなど

との連携も必要である。今後、これらの機関とのネッ

トワークづくりが課題と思われる。 

　災害時、民生委員・児童委員と協力したいことがあ

ると回答した保健師は33名（89.2％）であり、その内

容としては、災害時要援護者の避難31名（93.9％）が

ほとんどであった。

　しかし、日常の民生委員・児童委員との連携につい

ては、非常によくある３名（8.1％）、比較的ある16名

（43.2％）を合わせると19名（51.3％）であり、ほとん

どない14名（37.8％）、全くない４名（10.8％）を合わ

せると18名（48.6％）と、ある者とない者に二分され

た。 豊田市では課ごとの業務担当制で主に活動してお

り、必ずしも地区担当を持っていないためと推察され

る。しかし、災害時には地域住民との連携や担当課を

超えた活動が必要とされるため、平常時から地域住民

の活動や民生委員・児童委員の役割について理解して

おくことは重要であると考える。

　自由記載により民生委員・児童委員との連携につい

て意見を求めた所、11名（29.7％）から回答があった。

その主な内容は、日頃から顔見知りになり、つながり

をつくっておくことが必要や、日頃から情報交換し連

携しているとの回答も見られた。 

　災害時の保健師活動について、自由記載で意見・感

想を求めた所、10名（27.0％）から回答があり、より

実践的なシミュレーションによる研修を求めているこ

とがわかった。災害看護は、具体的な内容や方法を知

らないという知識不足、専門家や指導者の不足などか

ら行動化が難しいと言われている。しかし、保健師教

育に災害保健指導が登場したのは1996年以降であり、

ほとんどの保健師は災害看護についての体系的な教育

を受けていない。長谷部ら（2002）は2000年度に保健

師教育の中でシミュレーションによる災害看護の授業

を行い、その効果を報告しているが、このような教育

は、基礎教育だけでなく現場の保健師にも必要である

と考える。

まとめ

　行政機関の保健師は、災害時の対策において、地域

住民の自助能力を高める活動、地域の共助のシステム
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づくり、公助としての体制整備に取り組む必要がある。

そのためには、現場の保健師にも、災害看護の体系的

で実践的な教育が必要と考える。しかし、現状では指

導者不足という課題がある。

　災害看護活動は、初動期の救急看護だけではなく、

災害発生前の防災看護が重要である。また、災害発生

後は中・長期的な視点も必要になる。小原（2006）は、

日本赤十字武蔵野短期大学を拠点とし、武蔵野赤十字

病院、日本赤十字社東京都支部、武蔵野消防署、行政

機関と連携し、地域防災ボランティアの育成に取り組

んでいる。小原の活動を参考に、例えば、豊田市では、

行政機関、関係機関、民生委員・児童委員や自治区、

自主防災会、消防団などの地域住民の組織、個々の地

域住民が、災害時にどのように支えあうのか、今後、

検討していきたいと思う。

文献

長谷部史乃・小原真理子（2002）．保健婦学生が災害

看護論を通して学んだ保健婦・士の役割，日本地

域看護学会誌，４（1），120-125

小原真理子（2006）．短期大学を拠点とした地域防災

活動の推進，日本私立看護系大学協会会報，第13

号，8-9

全国民生委員児童委員連合会，民生委員・児童委員発

（2006）．災害時一人も見逃さない運動　実践の手

引

小原真理子

赤十字看護教育機関を拠点とする地域防災ボランテイアの相互育成
～地域と共に学ぶ防災活動～

　災害の備えとして自己防災、地域防災への意識が高

まり、さらに必要な防災知識および技術が習得できる

ような地域防災活動推進プログラムを立案し、住民に

働きかけることも災害看護の役割と考える。そしてそ

の取り組みが、日頃の防災活動の拠点となる地域の自

主防災組織の強化や、学生を含めた住民の防災ボラン

テイアの育成に繋がることを期待し、筆者は日本赤十

字武蔵野短期大学（以下、短大）に地域防災活動委員

会を立ち上げ、企画立案、セミナーやボランテイア活

動の実施、評価と３年に渡る活動を展開してきた。

　本書では、「地域と共に学ぶ防災活動」の発端や経緯、

セミナーの開催、参加者アンケートの結果という活動

実態を通して、地域防災活動において看護教育機関が

できること、地域の人々や行政機関等と協働する意味、

学生の参加がもたらす相互の学習効果、今後の課題に

ついて報告する。

１．地域防災活動委員会の立ち上げと活動の経緯

　短大が位置する武蔵野市のＡ地域防災懇談会との交

流は、2001年に「地域防災を考える会」が住民の防災

意識に関する調査を実施し、有志の本学教員、学生が

Ｋ地域防災懇談会主催の防災訓練等に参加したことに

始まる。交流を通して本学や実習病院がもっている防

災教育に関連するノウハウをどのように地域に還元し

ていくか、同時に自主防災組織を展開している地域住

民と協働することで、具体的な地域防災のノウハウを

既に災害看護教育を展開している本学に取り込めると

考えた。2002年に本学とＢ赤十字病院の有志がＡ地域

防災懇談会の組織会員に加盟した。さらに、2004年に

短大が文部科学省の「現代的教育ニーズ取組支援プロ

グラム（現代GP）」（2006年度まで）に採択されたこと

を契機に「地域防災活動委員会」を立ち上げた。メン

バーは短大教職員、短大と日本赤十字看護大学から構

成される災害救護学生ボランテイアサークル代表者、

地域住民等から構成し、2005年からボランテイアセミ

ナーを開催した。2007年からＢ市防災協会からセミナ

ー開催の助成金を頂き、セミナーはＢ市防災協会と本

学との共催で継続されることになった。

２．地域防災ボランテイア育成セミナーの展開

　地域防災ボランテイア育成セミナーは、それぞれの

立場でできる「災害に強くなる知恵と技」をスローガ

ンに、平成17年度から開催した。地域防災ボランテイ

ア育成セミナーの企画運営を直接、支えるのは地域防

災活動委員会および災害救護学生ボランテイアサーク

ルであるが、委員会以外に図１に示したＢ市、Ｂ消防

署、Ｂ警察署、日本赤十字社東京都支部などとの連携

および協力も得られている。

　セミナー開催に当たり、下記の行動目標を掲げ、半

年に渡るプログラムを展開した。

　１）自分・家族の命を守る知識を身につける。

　２） 防災の知識を深め、お隣、ご近所に伝えること

ができる。

　３）防災ボランテイアとして活動できる。

　表１は、「平成18年度防災ボランティア育成セミナ

ー」の参加者数を表している。全12回の合計は延べ

626名であった。各回の参加者から「非常に良かった」、

「良かった」の評価を頂いている。

　評価と共に、以下のご意見を頂いている。「このよ

うな体験型のセミナーの機会が少ないので、非常に良
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い機会だと思う」、「仕事や年齢の違う方と災害につい

て意見交換できて良かった」、「学んだことを家族や友

人などに広めていきたい」、「地域の防災会の活動で、

災害時の救助や行動などの勉強に活かしたい」など。

３．考　察

　１）地域防災活動において看護教育機関ができること

　看護教育機関がこれまでに培った災害看護教育手法

を十二分に活かして、地域看護の観点から強化するこ

とが、取り組みを現実のものとする。消防や行政など

の関係機関や住民と協働した活動のなかで、学生の資

質が育まれることが期待できる。さらに、取り組みに

よって得られた住民の防災力や考え方の理解は、次の

看護基礎教育カリキュラムに反映され、位置づけられ

ることになる。このことは他教育機関の防災教育への

波及効果が期待できる。

　２）学生の学習効果

　短大の災害救護ボランテイアサークルの学生も、委

員会のメンバーに組み入れた。一般学生の参加が図ら

れ、学生の自主防災活動は授業以外にも災害看護を学

ぶ機会となり、またサークル活動のなかに、今まで以

上に地域防災についての活動を強化することに繋がっ

た。地域住民と交流しながらの学習は、同級生のみと

違った幅の広い意見交換をもたらした。

　３）地域と協働する意味

　プログラムを実施するに当たり、連携した行政、看

護基礎教育機関、病院等が保有している教材や人材を

積極的に活用することも、お互いの連携を強化するこ

とに繋がる。平時の地域での活動そのものが災害時に

対応できる基盤づくりとなる。そして、平常時から緊

急時を想定し、災害時に自然に身体が動くように訓練

することが備えとなる。

日赤武蔵野短期大学
防災ボランティア育成

開発委員会

メンバー：
日赤武蔵野短期大学教職員
Ｂ赤十字病院職員
Ａ防災懇談会メンバー
Ｂ市内企業

Ｂ赤十字病院

日赤東京
都支部

境南防災
懇談会

災害看護の
専門家

災害救護
ボランティア
サークル

役所

消防署

小学校

図１． 活動の環：セミナーを企画運営する本委員会と

協力組織との連携図（2005年～）

写真1．地域の子供達に救法を教える。

表１．「平成18年度防災ボランティア育成セミナー」参加者数

第1回
10月15日（日） 災害の現状と防災力／クロスロード 51人 第7回

1月13日（土）
いま中越の復興は・中越地震時の
被災者支援活動 59人

第2回
10月15日（日） 避難行動演習 42人 第8回

1月13日（土）
災害現場の問題点
（ペット対策等） 22人

第3回
11月25日（土） 我が家の災害の備え 44人 第9回

2月24日（土） 行政の防災計画 46人

第4回
11月25日（土）

災害はこうしよう／帰宅困難者の
心得 33人 第10回

2月24日（土） 使い分けよう・避難場所 27人

第5回
12月9日（土） 災害者への心のケア 108人 第11回

3月10日（日） 人の命を救うAED 80人

第6回
12月9日（土） 要援護者に対するには 54人 第12回

3月10日（土）
市民でも参加できるトリアージの
実際 60人

全12回合計（延べ）　624名 日本赤十字武蔵野短期大学
防災ボランティア育成開発委員会




